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連合 労働安全衛生取り組み指針（2013年度～2017年度）
はじめに
政府の第12次労働災害防止計画（略称「12次防」）が、2013年4月からスタートする。この計画に基づき、各地方労働局と各労働基準監督署は、担当地域の実態に合わせた改善目標を作成し、その改善目標に基づき、各事業者を指導することになる。
労働災害を防止するためには、政府・事業者・労働者がそれぞれの役割を果たすことが重要である。事業者は、労働者の安全と健康を確保する本来的な責務を有しており、安全衛生関係法令の最低基準を遵守するだけではなく、自主的な安全衛生活動を積極的に展開し、職場内のリスクを低減しなければならない。また、労働者自身も、職場における安全・健康の確保に気を配り、事業者の行う安全衛生活動に主体的に参画していくことが必要である。
こうした政労使全体の活動を通じて、労働組合は、労働者が健康に働き続けるため、事業場の安全衛生水準の向上と地域社会全体の安全文化の向上に努めなければならない。
Ⅰ．連合のこれまでの取り組みと「取り組み指針」の策定について
連合はこれまで、第11次労働災害防止計画（略称「11次防」：2008～2012 年度）に対応した「連合の労働安全衛生～連合労働安全衛生取り組み指針～」を策定し、取り組みを進めてきた。
11次防の期間中である2011年3月11日には東日本大震災と、それに伴う福島第一原子力発電所における重大な事故が発生した。また、同年の第179臨時国会には、2010年の労働政策審議会建議を踏まえた労働安全衛生法改正法案が提出された。
こうした状況に加え、12次防の策定に対応するとともに、連合のこれまでの取り組みにおける課題などを踏まえ、労働組合としての労働安全衛生対策をさらに推し進めるため、「連合 労働安全衛生取り組み指針」（2013年度～2017年度）（以下「取り組み指針」）を策定する。
労働安全衛生対策の内容は、産業ごとに異なるため、「取り組み指針」は、連合本部・構成組織・地方連合会で取り組むべき課題のうち、共通して重要と考えられるものを軸に策定する。
構成組織と地方連合会は、「取り組み指針」を活用し、業種・業態・事業場規模などに応じて具体的な取り組み課題を抽出・設定した上で、労働組合の安全衛生対策活動が活性化するよう取り組みを進める。
Ⅱ．連合労働安全衛生取り組み指針の具体的内容
１．労働災害の防止に向けた対応
①労働協約で締結する労使協議の協議事項に「安全衛生に関する事項」を明記した上で、通勤災害も含めた労働災害の発生状況や原因、再発防止策を定期的に確認するとともに、重大な災害が発生した場合にはその都度確認する。
②労働災害の実態を踏まえた取り組みを強化し、さらなる改善を図る観点から、構成組織は、構成組織内の労働災害の発生状況（件数・内容・原因、度数率、千人率等）を正確に把握する。加えて、構成組織が連合本部に報告する仕組みを新たに構築する。
③類似災害防止のため、事業者に対し、同様の作業を行っている事業場に災害情報を展開し、周知・徹底するよう求める。
④労使による事業場の巡視を強化し、事故や災害につながりかねない要因の点検を行うとともに、問題箇所については、事業者に対し改善するよう求める。
⑤足場等の設置による墜落防止措置義務の対象外である高所作業（2m未満）であっても、落下防止の措置を講じるよう、事業者に求める。
⑥雇用・就業形態にかかわりなく、すべての労働者に対し、雇入れ時や作業変更時などの安全衛生教育を徹底し、また、事業場の安全衛生に関する情報を提供するよう、事業者に求める。
⑦事業者に対し、国の法令・指針や事業所の安全衛生基準等の遵守状況について確認・点検を行うとともに、雇用・就業形態の多様化を踏まえ、現場における指示・合図などの基準を統一・徹底するよう求める。
⑧製造業等に限らず、労働組合は、クレーン等の運転等についての合図の統一、事故現場等を表示する標識の統一など、元方事業者が、関係請負人、また関係請負人相互間の連絡・調整を行っているか点検する。
⑨派遣労働者の安全衛生に関する事項（安全衛生教育、事故が発生した場合の対応等）について、派遣先責任者と派遣元責任者の連絡調整が行われているか点検する。また派遣先が派遣労働者の一般定期健康診断の代行を行うよう求める。
⑩高齢者の就労にあたっては、物理的な障壁の除去、機械や施設の改善、作業姿勢などの作業方法の改善、勤務条件や健康管理など労務管理の改善を行うよう、事業者に求める。
⑪障がいを有する労働者が安定した職業生活を送れるよう、「バリアフリー新法」の基準を満たしているか点検を行うとともに、通勤経路や就労環境について、合理的配慮の提供や労働安全衛生の観点から労使で検証する。
⑫外国人の就労にあたっては、理解が可能な方法による安全衛生教育、労働災害防止のための日本語教育や健康指導などの実施を事業者に求めるとともに、労働組合は、コミュニケーションの円滑化や相談活動に努める。
⑬海外に赴任または派遣される労働者の労災保険（特別加入）や民間保険の加入状況、リスク管理、安全衛生管理の状況等について確認するとともに、必要に応じて改善を求める。
⑭リスクアセスメントの導入努力義務の有無にかかわらず、リスクアセスメントに関する講習の受講や取り組み好事例の共有などを通じて、事業者に対し、その導入を促す。機械の製造者等に対しては、機械の危険情報の提供を徹底するよう求める。
⑮リスクアセスメントを実施した事業場においては、毎年、各事業場の実情を踏まえ、リスクアセスメントの改善内容を年間の安全衛生推進計画に反映させるよう、事業者に求める。
⑯労働安全衛生マネジメントシステムに関する講習の受講や取り組み好事例の共有などを通じて、事業者に対し、その導入を促す。
⑰事業者に対し、職場において使用されるすべての危険有害な化学物質の危険有害性情報の伝達を徹底するとともに、安全性の確保措置を行うよう求める。
⑱アスベストなど事業場の建築物・工作物に使用されている物質について、十分に安全性を確認するとともに、問題がある場合は必要な措置を講じるよう、事業者に求める。
⑲新型インフルエンザをはじめとする新興・再興感染症発生時における労働者の安全確保措置や業務遂行体制などについて事前に労使で確認する。
２．メンタルヘルス対策等の強化
①労働者本人にメンタルヘルス不調の自覚症状がない場合でも、必要に応じて、周囲からの勧めにより労働者本人が適切な措置を受けられるような体制の整備を事業者に求める。
②管理監督者を含むすべての労働者に対するメンタルヘルス研修・教育を充実させるとともに、事業場におけるメンタルヘルス対策の体制づくりを強化する。
③面接指導により労働者のメンタルヘルス不調が把握された場合、労働者およびその家族の希望を尊重しつつ、必要に応じ、精神科医など専門機関との連携を図ることのできる体制の強化を事業者に求める。
④面接指導によりメンタルヘルス不調が把握された労働者について、事業者が当該労働者に対し、不利益な取り扱いをさせないよう対応する。
⑤メンタルヘルス不調により休業している労働者の職場復帰について、厚生労働省「改訂　心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」（2009.3.23）を参考に、事業場ごとの復帰プログラムを労使で作成し、確実な職場復帰を実現する。
⑥クレームに対応する労働者や顧客からの暴力や嫌がらせを受けた労働者に対するメンタル面でのサポート体制を構築するよう、事業者に求める。
⑦職場のパワーハラスメントについては、その内容の理解促進、実態把握と教育・周知を労使で進めるとともに、予防・解決に向けて、被害者保護の視点を踏まえた就業規則の改定や相談窓口の設置・強化など、企業全体での制度整備を事業者に求める。
⑧セクシャルハラスメントについては、事業者に意識改革とセクシャルハラスメントに関する方針の明確化、職場への周知・徹底を求めるとともに、被害者保護の視点を踏まえた相談・解決体制を設置・強化するよう求める。
⑨自殺予防対策については、産業保健推進センター・地域産業保健センター、保健所などと連携をはかり、相談体制を確保するよう、事業者に求める。
３．過重労働対策の強化
①労使協議や安全衛生委員会などを通じて、管理者を含む職場で働くすべての労働者の労働時間の実態を把握する。
②労働者の労働時間を的確に管理し、長時間・過重労働を防止するよう、事業者に求める。
③法定時間外労働が月45時間を超える労働者に対し、面接指導とその結果に基づく事後措置を実施するよう、事業者に求める。
④雇用・就業形態の変化や仕事量の増加などにかんがみ、人員確保、配置・業務分担の見直しなど必要な対策を講じるよう、事業者に求める。
⑤裁量労働制適用者については、拘束時間をもとに、医師による面接指導を行うとともに、管理監督者や機密事務を取り扱う者については、面接指導が申請しやすい制度とするよう、事業者に求める。
⑥労働者本人に自覚症状がない場合でも、周囲が異変を感じた場合に、必要に応じて、周囲が労働者本人に対して面接指導を勧める体制づくりを事業者に求める。
⑦協力会社（下請会社等）や取引先・関係先の労働者に対して、長時間・過重労働や、過度なストレスをかけないよう留意することを事業者に求める。
４．健康管理の促進等
①労働者が高齢期に至るまで健康で働き続けるために、事業者に対し、適切な職場づくりや健康障害の予防対策、健康増進のための支援策を講じるよう求める。
②労働者自らの健康づくりや健康管理能力向上への支援に加え、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の診断基準を活用することなどにより、生活習慣病の予防を支援するよう、事業者に求める。
③二次検診受診の徹底と、その結果に基づく適切な事後措置の実施について確認する。
④一般の事業所、工場等については、全面禁煙や空間分煙とし、飲食店、ホテル・旅館等においても可能な限り労働者の受動喫煙の機会を低減させるなど、事業場の受動喫煙防止対策を強化する。
⑤作業中の不自然な作業体勢の防止、作業中の過度の重量物の取り扱いの禁止など、事業者に対し、腰痛予防対策を講じるよう求める。
⑥長時間同一の姿勢をとらないことを基本としつつ、エルゴノミックス（人間工学）設計の製品の活用など、事業者に対し、「作業を労働者に合わせる」対策を講じるよう求める。
⑦事業者に対し、安全衛生対策全般において、母体保護を確立するとともに、更年期障害にも着眼した対策を講じるよう求める。
⑧危険有害な化学物質のばく露防止対策を確認するとともに、危険有害な化学物質を扱う労働者に対する健康診断・健康相談・労働衛生教育の充実など、事業者に対し、健康管理体制の整備・拡充を求める。
⑨健康診断・保健指導の意義を労働者に説明し、受診率100％を目指して取り組む。
⑩労働者が治療を受けながら就労するにあたっては、個人のプライバシー保護に留意した上で、本人の同意を前提に、関係者間で情報共有・連携をはかり、取り組むよう、事業者に求める。
５．労働安全衛生体制の強化と労働組合における人材育成
①50人未満事業場を含めたすべての事業場に安全衛生委員会を設置し、定期的に開催する。さらに、協力会社（請負会社・下請会社等）の安全衛生担当者も含めた「合同安全衛生委員会」を設置するよう努める。
②労働組合は、安全衛生委員会の審議内容を事前にチェックし、検討を行った上で、安全衛生委員会に臨む。安全衛生委員会では、事業者に対し、資料の充実を求め、必要に応じて課題を提起する。
③安全衛生委員会の設置基準である「常時50人以上の労働者」は、パート、派遣、アルバイト等を含むため、労働者代表は委員会の開催前に、幅広く意見を聴取する。
④安全衛生委員会で決定された事項については、安全衛生管理の社内規定や労働協約などに明記する。
⑤産業医による少なくとも月1回以上の職場巡視を徹底させ、その結果について安全衛生委員会で審議し、問題点を改善する。
⑥地方連合会は、都道府県労働局安全衛生労使専門家会議の開催を継続的に働き掛け、これに積極的に参画する。また、実効性ある労働災害防止対策、労働者の健康確保対策などの推進に資するものとなるよう、現場に対する安全衛生パトロールの実施、集団指導への参画等、活動内容や会議の進め方の改善を都道府県労働局に求める。
⑦各種団体が実施する労働安全衛生研修やセミナーの受講などを通じて、労働安全衛生に精通した組合役職員を育成する。
⑧労働組合役職員の「衛生管理者」、「産業カウンセラー」資格の取得を推進する。
⑨連合本部は、学習会の開催、各種団体の講習会の受講支援、安全衛生に精通した人材の紹介などを通じて、労働組合の人材育成を支援する。
６．情報発信・ネットワークの強化
①連合本部や構成組織が提供する労働安全衛生法令、指針などの改正状況を把握し、事業場の安全衛生に反映させる。
②労働組合役職員は、災害防止団体や地方労働局などが実施する安全衛生に関する研修を積極的に受講し、必要な内容について、事業場の労働者に対し情報提供を行う。
③事業者に対し、労働災害発生時の労働者死傷病報告の提出や労災隠しの防止の徹底を求める。
④労働災害の再発防止策の確立とその実施について、関係するすべての労働者への周知徹底を図る。
⑤連合本部は、事業場の最新の実態を把握するため、第8回「安全衛生に関する調査」を実施し、今後の政策要求・取り組みに反映させる。
⑥連合全国セイフティ・ネットワーク集会を毎年開催する。その中で、労働安全衛生に係る最新の情報や各組織の取り組み好事例、抱える課題などを共有化し、あわせて意見交換を行う。
⑦地方連合会は、労働組合相互の交流の場を設けるとともに、労働組合は、他の労働組合との情報・意見交換や相互の職場の視察などを通じて、第三者視点からの職場の点検活動を実施する。
⑧脳・心臓疾患のリスクが高い労働者への保健指導、メンタルヘルス不調に関する相談・指導、長時間労働者に対する面接指導などの産業保健サービスを労働者が享受できるよう、事業者に対し、産業保健推進センター・地域産業保健センター、産業医との連携を求める。
⑨連合本部・地方連合会・構成組織は、政府や地方自治体の安全衛生に関する支援・助成制度や助成金に関する情報を収集し、各下部組織へ提供する。労働組合は、必要に応じて事業者に対し、その活用を働き掛ける。
⑩労働災害・疾病の発生に際しては、必要に応じて労災認定のための情報収集に努め、被災者とその家族を支援する。
⑪連合・構成組織のホームページなどを活用し、構成組織・地方連合会に必要な安全衛生に関する情報を提供する。
７．東日本大震災を受けた対応
①東日本大震災からの復旧・復興事業における高所からの墜落防止、重機災害の防止等の安全衛生管理を徹底させる。特に未熟練労働者に対する安全衛生教育の確実な実施を求める。
②公務労働を含め、復旧・復興事業に従事する労働者への過重労働対策やメンタルヘルス対策の充実を求める。
③福島第一原子力発電所事故の収束作業に従事する労働者に対する放射線特別教育、保護具の適切な装着、被ばく線量の適切な管理、健康診断の受診、メンタルヘルスケアを含めた健康相談などによる安全衛生の確保を徹底する。
④福島第一原子力発電所事故の収束作業に従事し、一定量以上の放射線を被ばくした労働者に対する長期的な健康管理を徹底するため、長期間にわたって定期的な健康診断を継続して受診するよう促す。
⑤電離則に規定された被ばく線量の限度により、一定期間原発業務に従事できなくなる労働者に対する、解雇などの不利益な取り扱いがないよう、労使協議を通じて、事業者に配置転換や職業訓練、転職支援などを求める。
⑥除染特別地域等における一定以上の線量下で作業に従事する労働者については、放射線特別教育、保護具の適切な装着、被ばく線量の適切な管理、健康診断の受診などによる安全衛生の確保を徹底する。
　注）①、②･･･は順不同。
以　上
